
1 財務会計基準審議会と「行政庁（agency）」

アメリカの会計検査院は、2001年の報告書『証券取引委員会』において、

「証券取引委員会の財務報告方針編纂書及びRegulation S-Xに含まれるルール

と解釈通牒は、証券取引委員会への登録者にとって、財務報告基準審議会のプ

ロナウンスメントと類似した権威（authority）を有する」と指摘していた

（GAO［2001］pp.5-6）。このことからは、かりに、財務会計基準審議会が行政

庁（agency）に該当し、財務会計基準審議会に行政手続法が適用されるとした

場合には、財務会計基準書などは、規則（regulation）に相当するという解釈

につながる（Pearson［2005］p.98）。

2 行政手続法及び情報自由法の下での「行政庁」

アメリカにおいて「行政庁（agency）」の定義は法典により異なり、行政手

続法においては、「「行政庁」とは、合衆国統治機関の権限を行使する各機関

（authority）をいい、他の行政庁に属するか否か、または他の行政庁の審査に

服するか否かを問わない」と定義されている（5 U.S.C. § 551盧）。そして、立
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法過程においては、行政庁が機関（authority）として定義されているのは、あ

る行政庁が他の行政庁の中に含まれていることがあることや内部の委員会や部

局に最終的な権限が与えられていることがあることによるとされていた 1）。

他方、情報自由法（Pub. L. 89-554, 80 Stat. 383）の下では、「行政庁（agency）」

には、さらに、政府企業（government corporation）、政府支配企業（govern-

ment controlled corporation）2）その他行政部の機構（establishment）、独立規制

行政庁（independent regulatory agency）3）などが含まれることとされている

（5 U.S.C. § 552稘盧）。

そして、たとえば、連邦準備銀行（Federal Reserve）は、政府の重要な職務

を遂行し、与えられた権限を行使し、合衆国法典第 5巻 551条によって明示的

に除外されていない合衆国の機関であるから、行政手続法の下での「行政庁」

にあたるとされ 4）、行政部から独立した議会の機関（agency）として設置され

た原価計算基準審議会も情報自由法の下での「行政庁」にあたるとされてい

る 5）。さらに、連邦住宅ローン抵当公社（FHLMC）も、「政府支配企業」に含

めることが明確に意図されていた 6）政府の事業体と民間事業体とのハイブリ

ッドである連邦事業体が有する多くの特徴を有しているとして、情報自由法に
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1） Senate Judiciary Committee［1945］p.10, House of Representative Judiciary Committee

［1946］p.19. See also Senate Judiciary Committee［1946］p.196

2） 全米鉄道旅客公社や公共放送公社はこれに含まれると解されていた（House of

Representatives Committee on Government Operations［1974］p.9）。

3） 「規制行政庁（regulatory agency）」とは、法としての強制力を有する規則を設け、エ

ンフォースする権限を有する行政庁をいう。

4） Flight International Group v. Federal Reserve Bank, 583 F.Supp. 674, 678（N.D.Ga. 1984）,

vacated without op., 597 F.Supp. 462（N.D.Ga. 1984）.

5） Petkas v. Staats, 501 F.2d 887（D.C. Cir. 1974）（Staatsは、原価計算基準審議会の会長で

あった）.この判決は、「行政庁」の定義は議会がどのようなラベルを付すかに依存しないと

判示した。

6） Rocap v. Indiek, 539 F.2d 174, 180-181（D.C. Cir. 1976）. See also House of Representatives

Committee on Government Operations［1974］pp.8-9 and Senate Judiciary Committee［1974］

p.17.



いう「行政庁」にあたるとの判断が示されている 7）。また、全米鉄道旅客公社

（National Railroad Passenger Corporation, AMTRAC）を創設した法律によれば、

それは行政庁でもなければ政府の組織でもないとされており（Railroad

Passenger Service Act of 1970, 45 U.S.C. § 541（1988））、民間企業の性格を会

計検査院院長は、全米鉄道旅客公社は、併せ有する政府企業に相当するが、情

報自由法の立法過程における議論（House of Representatives Committee on

Government Operations［1974］p.9）に基づいて、情報自由法にいう行政庁に

あたるとした 8）。さらに、政府の職務を遂行する非営利法人も行政庁にあたる

とされており、判例によると、スミソニアン協会は情報自由法にいう行政庁に

あたるとされているが 9）、1974年プライバシー法 10）にいう行政庁にはあたら

ないとされている 11）。他方、自主規制機関としての性格に注目しているよう

であるが、根拠を明確に示すことなく、ニューヨーク証券取引所は，情報自由

法にいう行政庁にあたらないとした裁判例 12）も存在する。

すなわち、「行政庁」にあたるか否かの判断にあたってはさまざまなファク

ターが考慮に入れられるが 13）、何らかの「独立した職務（independent func-

tion）」を遂行しているか、それ自身の権限に基づいて規則（rule）またはガイ

ドラインを公布することができる場合 14）、すなわち、その主体が「法令上、

決定することができる権限（authority）を有する」15）場合には、情報自由法の
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7） Rocap v. Indiek, 539 F.2d 174, 176.

8） National Railroad Passenger Corporation－Applicability of Freedom of Information,

Privacy, and Sunshine Acts, 57 Compt. Gen. 723, 777（1979）.

9） Cotton v. Adams, 798 F.Supp. 22, 24（D.C. 1992）.

10） Pub. L. No.93-579, 88 Stat. 1896, codified as amended at 5 U.S.C.A.§552a.

11） Dong v. Smithonian Institute, 125 F.3d 877, 879（D.C.Cir. 1997）, cert. denied, 524 U.S. 922

（1998）.

12） Independent Investor Protective League v. New York Stock Exchange, 367 F.Supp. 1376,

1377（S.D.N.Y. 1973）.

13） See Public Citizen Health Research v. Department of Health, 449 F.Supp. 937, 941（D.C.C.

1978）, reh’g. denied, 477 F.Supp. 595（D.C.C.）, rev’d on other grounds, 668 F.2d 537（D.C.Cir.

1978）.



下での「行政庁」にあたるものとされてきている（See e.g. Shields［2011］）。

3 財務会計基準審議会の「行政庁（agency）」該当性

サーベインズ・オックスリー法第 108条による改正後 1933年証券法第 19条

は、証券取引委員会が、ある基準設定主体が設定した会計原則を、証券諸法に

いう「一般に認められた」ものとして承認するためには、その基準設定主体は、

民間主体（private entity）として組織されたものでなければならないと定めて

おり、証券取引委員会が、『方針書：指定民間基準設定主体としてのFASBの

地位の再確認』によって、財務会計基準審議会を指定したという事実は、証券

取引委員会は財務会計基準審議会を民間主体であると位置づけていることを示

している。実際、たとえば、証券取引委員会の委員長であったRuderは、財務

会計基準審議会は民間組織であり、政府の独立行政庁（independent govern-

ment agency）ではなく、行政手続法その他政府の行政庁に適用される法令の

適用を受けないと述べていた（Ruder［2005］p.64）16）。また、サーベインズ・

オックリ―法 101条秬は、公開企業会計監視委員会（PCAOB）は非営利会社

（nonprofit corporation）として運営されると（See e.g. Carvin, et al.［2007］

p.204）、同条秡は、公開企業会計監視委員会は合衆国政府の行政庁（agency）

または機構（establishment）ではない（shall not be）と定めており、Free

Enterprise Fund v. Public Company Accounting Oversight Board事件において、

―原告が主張しなかったためなのであろうが 17）―コロンビア特別区巡回区控
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14） See e.g. Ciba-Geigy Corporation v. Mathews, 428 F.Supp. 523, 527（S.D.N.Y. 1977）,

Armstrong v. Executive Office of the President, 90 F.3d 553（D.C.Cir. 1996）.

15） Washington Research Project v. Department of Health, Education and Welfare, 504 F.2d

238, 248（D.C.Cir. 1974）.

16） 財務会計基準審議会は、「他のすべての事業組織及び職業人組織から独立した」ものと

自らを位置付けている（Financial Accounting Standards Board［2011］）。

17） 原告代理人も、公開企業会計監視委員会が「行政手続法などの、広範な連邦法の下で

の政府の主体（governmental entity）」とは取り扱われないということを前提としていた

（See Carvin, et al.［2007］p.204）。



訴裁判所 18）も最高裁判所 19）も公開企業会計監視委員会が行政庁にあたるとは

判示していない。

さらに、財務会計基準審議会が「行政庁」にあたるとしても、「当事者の代

表者または当事者の団体の代表者から成る」行政庁として、行政手続法の適用

除外（5 U.S.C. § 551盧竈）にあたるのではないかという問題もある。

しかし、創設時から、財務会計基準審議会は、「行政庁」としての特徴を有

していると指摘されており（Cunningham［2008］p.60）、ましてや、サーベイ

ンズ・オックスリー法の下では、財務会計基準審議会の運営資金は賦課金によ

ってまかなわれ、また、証券取引委員会により、会計基準設定主体として認知

されているという事実は、財務会計基準審議会が「行政庁」にあたると解され

る可能性を高めた（Pearson［2005］p.101）。

まず、財務会計基準審議会が開発・公表した会計基準が証券諸法及び税法に

おいて用いられているということからは、財務会計基準審議会は連邦の行政庁

が有している決定権限を遂行していると評価することが可能であると指摘され

ている（Pearson［2005］p.102）20）。ただ、行政手続法にいう「行政庁」にあ

たるというためには、財務会計基準審議会が連邦政府の監督の下にあるという

要件をみたす必要がある。Railway Labor Executives Association v. Consolidated

Railway Corporation（Conrail）事件判決 21）において、裁判所は、監査を受け、

報告する義務を課し、一定の活動に制限を加えることは、政府出資を守る方法

であり、実質的な（virtual）日常的監督にはあたらないとして、Conrailは連

邦の行政庁ではないと判示しており（at 779）、また、Gilmore v. United States

Department of Energy事件判決 22）においては、連邦からの資金を受ける私的組
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18） 537 F.3d 667（D.C.Cir. 2008）.

19） 130 S.Ct. 3138（2010）.

20） たとえば、Kripkeは、会計が何を意味するかを決定することは、行政庁ではない主体

（nonagency entity）に委ねるには重要すぎると指摘していた（Kripke［1979］p.153）。

21） 580 F.Supp. 777（D.C. 1984）.

22） 4 F.Supp.2d 912（N.D.Cal. 1998）.



織は、広範囲に及ぶ, 詳細かつ実質的に日常的監督を受けるというのでなけれ

ば、情報自由法にいう「行政庁」には該当しないとされていた。財務会計基準

審議会が開発した会計基準を連邦議会が覆そうと試みることがあったという事

実や財務会計基準審議会がどの程度証券取引委員会に報告することあるいは協

議することが求められているのかということにもよるが、Pearsonは、「行政庁」

にあたるとされるに十分なほどの詳細な監督におそらく服していると評価して

いる（Pearson［2005］p.102）。

また、サーベインズ・オックスリー法の下で、財務会計基準審議会が会計基

準設定主体としての地位を維持するためには、同法が定める要件をみたし続け

なければならず、証券取引委員会がある主体を会計基準設定主体として指定す

ることができるのは、その主体が同法の要件をみたしているときに限られる。

このことは、議会が、単にある利益を保護することを超えた政府の主体を創設

したと評価することができる。すなわち、議会は連邦行政庁の組織構造を定め

ることができるが、証券取引委員会が会計基準設定主体として指定できる団体

につき、ある特定の組織構造を有することをサーベインズ・オックスリー法第

108条は求めており、このことは、事実上、財務会計基準審議会の組織構造が

議会によってコントロールされていることを意味するからである。このように

考えると、財務会計基準審議会は、連邦の行政庁として正式に認められたと評

価できる（Ochoa［2011］pp.517-518）。しかも、サーベインズ・オックスリー

法第 109条は、財務会計基準審議会の予算につき、証券取引委員会の承認を得

ることを、明示的には求めてはいないが、サーベインズ・オックスリー法後は、

証券取引委員会の主任会計官室が財務会計基準審議会の予算を承認していると

指摘されている（Rappeport and Leone［2007］）。

以上に加えて、財務会計基準審議会が行政庁にあたると評価される可能性を

高めているのは、前掲Petkas v. Staats事件判決において、原価計算基準審議会

が「行政庁」にあたると判断されていることである。原価計算基準審議会と同

様、財務会計基準審議会は、行政部から独立しており、いずれも、広義の会計

基準を公表し、修正しまたは撤回する権限を有し、それらの基準を、他の行政
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庁に対して承認を受けるために提出することは要求されていない。すなわち、

独立して職務を遂行しているということができる。たしかに、証券取引委員会

は、財務会計基準審議会のプロナウンスメントとは異なる会計基準を設定して、

実質的には覆すことができるが、財務会計基準審議会が、証券取引委員会から

独立して、会計基準の設定を行なう権限を有することにかわりはない。

また、情報自由法の 1974年改正により、ある種の政府主体と私的主体との

ハイブリッドである主体に情報自由法の適用を拡張したという立法経緯、非営

利法人も行政庁にあたるとされることが排除されていないことに照らすと、連

邦住宅ローン抵当公社が行政庁にあたるのと同様、行政庁にあたると解するこ

とが首尾一貫する。さらに、行政管理予算局は、相当のスタッフと広範に委任

された権限を有し存続期間が定められていない（permanent）機関であること

を根拠として、情報自由法にいう行政庁にあたるとされたが 23）、財務会計基

準審議会も相当のスタッフと広範に委任された権限を有する存続期間が定めら

れていない組織である。

さらに、証券取引委員会が財務会計基準審議会に会計基準の設定を委任して

いると評価できるのであれば、証券取引委員会自ら設定するのと同じ規律に財

務会計基準審議会も服すると解さないと、委任することによって、行政手続法

などの規律を証券取引委員会は濳脱できることになるから、この点からも、財

務会計基準審議会が、行政手続法などとの関連では、行政庁と評価されること

が適当であるということになる（See Ochoa［2011］pp.519-520）24）。

なお、財務会計基準審議会が連邦の行政庁であると解すると、その委員の選

任及び解任に証券取引委員会に関与することができるという解釈がもたらされ

る可能性が高い。すなわち、公開企業会計監視委員会の委員の選任及び解任に
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23） Meyer v. Bush, 981 F.2d 1288, 1294（D.C.Cir. 1993）.

24） もっとも、財務会計基準審議会は、手続き規則（Rules of Procedure）を定めており、

それは、連邦行政手続法をモデルとしたものであるとしている（See House of

Representatives［2001］p. 15（Statements of Edmund L. Jenkins））。See also Mattli and

Buthe［2005］p.239.



ついて、正当な事由があるときに限り、証券取引委員会が委員を解任すること

ができ、正当な事由があるときに限り、大統領が証券取引委員会の委員を解任

することができるという「二重の正当事由を要件とする解任」を定めるサーベ

インズ・オックスリー法第 101条稍眇につき、Free Enterprise Fund v. Public

Company Accounting Oversight Board事件最高裁判所判決 25）が、この定めは権

力分立に反するとの判断を示し、その効果として、公開企業会計監視委員会の

委員を証券取引委員会は自由に解任できると判示していることからは、証券取

引委員会は財務会計基準審議会の委員を自由に解任できるという解釈が首尾一

貫することになるとも考えられる（Ochoa［2011］pp.523-524）。

4 会計基準設定と国家行為

本来、憲法の諸規定は政府の権限を制限するものであって、私人の行為を制

限するものではないが、私人の行為が公的職務（public function）の遂行にあ

たる場合や連邦または州の関与、授権または奨励が存在する場合には、私人の

行為が連邦または州の行為（国家行為）に該当するものとされ、憲法の諸規定

に服する可能性がある（松井［2008］138－139頁参照）。

ところで、私人による規制の文脈において、Abramsonは、政府によって正

式に授権されたものは国家行為と認定されやすく、業界団体による自主規制な

ど、政府との正式なつながりを持たない私的規制は、その規制が政府による規

制と実質的に同一の機能を果たしている場合を除き、国家行為とは認められな

いであろうとする（Abramson［1989］p.213-214）。その上で、諮問機関や自発

的基準設定者など、政府による正式な授権はないが、政府と何らかのつながり

があるもの（Abramson［1989］p.171）については、個別的検討の必要がある

と指摘する（Abramson［1989］p.213）。そして、財務会計基準審議会は、サ

ーベインズ・オックスリー法に基づく証券取引委員会による指定前であって

も、少なくとも、この類型にあたっていたと解される。
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25） 130 S.Ct. 3138, 3161-3164（2010）.



私人によるある規制行為が国家行為にあたるとされる場合には、その規制行

為がデュー・プロセスに従って行なわれなければ、第 5修正条項及び第 14修

正条項に違反することになる。もっとも、その規制行為が立法的性格を有する

場合には、どのようなデュー・プロセスが要求されるのかという問題がある。

そして、財務会計基準審議会によるプロナウンスメントの開発及び公表は、立

法的規制行為であると見る余地がある。Abramsonは、立法手続きの中で聴聞

を要求する個人的権利は、多くの場合、認められていないから（Abramson

［1989］p.199）、立法的規制行為 26）においては、手続的デュー・プロセスは適

用されないとする（Abramson［1989］p.215）。他方、Lawrenceは、「私的利益

を排除した法形成」という憲法上の要請は、それに対する救済がないことによ

って否定されることはないと主張する（Lawrence［1986］p.684）。そして、公

職者については、選挙を通じたチェックなど、私的利益を排除するような制度

的安全策（institutional safeguard）が存在するが、立法的規制行為を行なう私

人についてはそのような安全策が存在しないことに鑑み、裁判所は、私的機関

による立法的規制行為に係るデュー・プロセス審査として、その私人の利益と

公的利益の間に利害衝突が存在しないか、及び、その利害衝突に応じた安全策

がその規制行為に備わっているかを検討しなければならないとする

（Lawrence［1986］pp.684-685）。Lawrenceは、そのような安全策の具体例とし

て、代表制的手続（representative process）、すべての利害関係者の参加、連

邦または州の機関による審査またはそれらの機関への不服申立、損害賠償請求

の許容、行動基準の作成、手続きの公正の確保などを挙げる（Lawrence

［1986］pp.688-693）。
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26） もっとも、Abramsonは、私人による行為においては立法的規制行為とデュー・プロセ

ス条項の適用がある司法的規制行為との区別は必ずしも明確ではないと指摘している

（Abramson［1989］p.215）。
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